
※ 幼保連携型については、認可・指導監督の一本化、
学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを与える等、制度改善を実施
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担うことに基づく措置として、委託費を支弁
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※太枠が今回新たに
対象となる部分
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○ 子ども・子育て支援新制度では、教育・保育施設を対象とする施設型給付・委託費に加え、以下の保育を
市町村による認可事業（地域型保育事業）として、児童福祉法に位置付けた上で、地域型保育給付の対象とし、
多様な施設や事業の中から利用者が選択できる仕組みとすることにしている。

◇小規模保育（利用定員６人以上１９人以下）

◇家庭的保育（利用定員５人以下）

◇居宅訪問型保育

◇事業所内保育（主として従業員の子どものほか、地域において保育を必要とする子どもにも保育を提供）

○ 都市部では、認定こども園等を連携施設として、小規模保育等を増やすことによって、待機児童の解消を図り、 人口
減少地域では、隣接自治体の認定こども園等と連携しながら、小規模保育等の拠点によって、地域の子育て支援機能
を維持・確保することを目指す。
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保育者の居宅その他の場所、施設
（右に該当する場所を除く）

保育を必要とする
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事業所の従業員の子ども
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地域の保育を必要とする
子ども（地域枠）
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地域型保育事業の位置付け

事業主体：市町村、民間事業者等

事業主体：市町村、民間事業者等 事業主体：市町村、
民間事業者等

事業主体：事業主等
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地域型保育事業について



保育の必要性の認定の申請
保育利用希望の申込

利用可能な施設のあっせん・要請など

利用調整

認定こども園・公立保育所・地域型保育・私立保育所※

保育の利用

※ 申請者の希望、施設の
利用状況等に基づき調整

※認定申請と利用申込みは同時に
手続きが可能。

市町村

市町村

保護者

３

新制度における保育を必要とする場合の利用手順（イメージ）

希望する施設名
などを記載

※私立保育所については、児童福祉法第24条により市町村が保育の
実施義務を担うことに基づく措置として、委託費を支弁


